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平成２２年７月２７日に、日本無線株式会社と
工事請負契約を締結しました周南市防災行政
無線施設整備工事につきましては、実質的に工
事が進まない状況となり、平成２３年１月には、市
と日本無線株式会社が双方で契約を解除する
事態となりました。
その間、市議会においては、工事遅延の原因

を究明するため、平成２２年１２月２４日に防災行
政無線施設整備に関する調査特別委員会（平
成２３年１月１７日に地方自治法第１００条の調査
権を付与）を設置し、調査をされ、平成２３年３月
３０日の本会議で「市は防災行政無線施設整
備工事に関して、設計から入札、契約までの事
務執行や工事監理等の問題点について、専門
的検証機関を設け、速やかに調査を行い、その
結果を市民及び議会に報告し説明責任を果た
すこと。」などの内容の「防災行政無線施設整
備に関する要望決議」が可決されました。
市では、この要望決議を踏まえ、無線や法律

の専門家からなる周南市防災行政無線検証会
（以下「検証会」とい
います。）を設置し、８
月２９日以降、４回の
検証会を開催し、１０
月１２日に検証会会
長より報告書が提出
されました。
この検証会の報告
書では、周南市・日本
無線株式会社の双
方に責任があるもの
の、「市の事務執行、

工事監理及び行政責任の観点からは、市がよ
り主体的・積極的に工程管理を実施し、関係者
間の協議・調整を主導していれば、工事完遂に
至っていた可能性は高く、市の責任も重大であ
ると考える。」としています。
こうした検証会の報告結果や東日本大震災
の発生を踏まえ、防災行政無線施設整備工事
に関する問題の収束を図り、早急な災害情報
の伝達体制を整備する必要があると判断し、
「和解」への方策を講じることが、市民にとっ
て、最善であるとの決定に至りました。
こうしたことから、１２月２２日の市議会の議決
を経て、周南市と日本無線株式会社の間で、正
式に和解契約を締結しました。
また、同日の本会議で「市は、防災行政無線
施設整備工事に関して、その責任の所在を明
らかにし、市民に示すこと。」という内容の「防
災行政無線施設整備工事に関し、責任の明確
化を求める要望決議」が可決されました。
市としては、市の責任の所在を明らかにし、
必要な措置を講じることで、市民の市政に対す
る信頼を確固たるものにすることが急務である
と考え、検証会の報告を基に、関係職員に事情
聴取を行うなど調査を実施しました。
その結果、検証会で指摘されたとおり、市に
責任があるとされた大部分の事項については、
島津前市長の職員への指示による行為又は島
津前市長自身の行為であり、このことが今回の
混乱を招いた主因であることが確認できました。
島津前市長の行政上の責任は重いと考えま

すが、法令上、具体的な責任を問うまでには至
りませんでした。

職員については、処分に至るまでの事実は認
められませんでしたが、結果として、市政運営に
対する信頼に影響を与えたことから、関係職員
の将来に対する戒めとして、また、職員全体の適
正業務遂行のために、適切な措置を講じました。
今回の問題に対する改善策として、入札・契
約業務の適正化とコンプライアンス推進体制
の確立を図ってまいります。
市民の皆様には、本件工事の一連の問題に

ついて、大変ご迷惑をおかけしたことに対しまし
て、心からお詫び申し上げます。

◆今後の防災情報伝達システムの整備
について
平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災

から１年が経過しましたが、この大震災は、被災
者の皆様はもとより、全国に大きな生活不安や
社会的打撃を与えました。近年、地震のほか大
雨や台風による自然災害が、各地で発生してい
る中で、市といたしましても、今後、いつ発生する
か分からない災害に備え、市民の皆様へ災害情
報を正確・迅速に提供するシステムの早期の整
備に努めてまいりますので、ご理解とご協力を賜
りますようよろしくお願い申し上げます。

❶ 基本構想の策定 …… 平成２４年度
❷ 実施設計 …………… 平成２５年度
❸ 整備工事 …………… 平成２６年度

今後の防災情報伝達システムの
整備計画（予定）
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